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はじめに 
 
韓国はリーマンショック後の景気悪化からいち早く抜け出し、2010 年は 6.2％

という高成長を記録した。これは主要国（G20）の中でもトップクラスの成長率

だ。 
しかし 2011 年に入ってからは、成長率が徐々に鈍化する一方で、インフレ率

が高まっており、実質所得の悪化懸念が台頭し始めている。また、「成長の果実

が一部の大企業に集中しており、成長を実感できない」という批判は以前から

あり、李明博大統領は「共生発展」を目標に掲げているが、国民の不満解消に

は至っていないようだ。2010 年の高成長にもかかわらず 30％台に低迷する大統

領支持率は、こうした世論を反映しているといえよう。 
本稿ではこうした韓国経済の現状を、交易条件の悪化をキーワードに分析し

てみる。結論を先取りすると、韓国経済は交易条件の悪化により、実質 GDP（国

内総生産）の増加率に較べ、実質 GDI（国内総所得）の増加率が低い。ここに

成長を実感できない原因の一つを見つけることができ、またその背景にはウォ

ン安の負の側面を見出すことができる。 
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1. 韓国経済の現状 
 
2011 年 4－6 月期の実質 GDP 成長率は前年比 3.4％となった。日本と比べると

依然として高い伸び率だが、今年当初の政府目標（5％）の達成は難しく、政府

も 6 月に目標を 4.5％に引き下げ、更に引き下げを検討しているという情報もあ

る。 
一方、インフレ率は上振れしている。8 月の消費者物価上昇率は、前年比 5.3％

に達している。水害による農産物価格上昇という一時的要因もあるが、2011 年

は韓国銀行のインフレ目標上限（4％）を一度も下回っていない。（図表１） 
 
インフレをもたらしているのは資源価格上昇を主因とした輸入物価の上昇だ。

ホームメイド（国内発）・インフレの指標である GDP デフレーターの上昇率は

1.5％（2011 年 4－6 月期）に過ぎないのに対し、輸入デフレーターは同 7.1％上

昇も上昇している。 
 

図表１．韓国の実質 GDP 成長率と消費者物価上昇率 
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（資料）韓国銀行 （注）消費者物価の直近値は、7－8月平均の上昇率。  
 
 

２．交易条件の悪化による実質所得の国外流出 
 
貿易取引の国民所得への算入は、輸出と輸入の差を純輸出として加算する。

ある年、その国の為替相場が大きく下落したため輸入価格がその分上昇したと

しよう。名目 GDP の計算では、輸入数量に大きな変化がなければ、純輸出（輸

出－輸入）は輸入額の増加分だけ減少し、国民所得は減ることになる。 
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ところが実質 GDP を計算するときには、輸出を輸出物価で実質化し輸入を輸

入物価で実質化した上で、実質輸出と実質輸入の差を出す。そのため輸入金額

が増えていても、増加額は輸入物価の上昇により割り引かれるため、輸入の実

質額は名目額ほどは増えず、純輸出（輸出－輸入）もそれほど減らないことに

なる。つまり、この計算では、輸入物価上昇による所得の流出を捉えられない。 
この差を「補正」するために用いられる概念が交易利得で、輸出入物価の動

きの差によって生じる所得の実質額を示している 1。 実質GDP（国内総生産）

と、実質GDI（国内総所得）との間には以下の関係がある。 
実質 GDI＝実質 GDP＋交易利得 

 
韓国のように自国通貨の下落が続き、輸入物価が輸出物価以上に上昇した場

合（交易条件が悪化した場合）、交易損失が発生し、実際の国民の豊かさを示す

実質GDIは実質GDPを下回ることになる。本稿で指摘したいのは、韓国の場合、

通貨安政策を取っているがゆえに、統計上の実質 GDP の成長ほどには、豊かさ

を実感していないのではないかということだ。 
  
図表２は、韓国の実質 GDP と実質 GDI の増加率を比較したものだ。今年の 4

－6 月期をみると、実質 GDP は前年比 3.4％増加していたが、実質 GDI は 0.4％
しか増加していなかったことがわかる。実は、実質所得（購買力）はこの 1 年

間ではほとんど伸びていなかったということになる。 
 

図表２．実質 GDP と GDI の推移 
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1 交易利得の詳しい解説については、参考文献１，２を参照されたい。 
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図表３では、近年の韓国の交易損失を示している。資源価格の上昇に拍車が

かかった 2007 年後半ごろから、10 兆ウォン規模の交易損失が常態化している。

リーマンショック後、一旦は損失が縮小したものの、ウォン安による輸入物価

上昇の効果により 2009 年後半から再び拡大し、足元（2011 年 4－6 月期）は 20
兆ウォンに迫る勢いになっている。これは実質 GDP の約 7％に相当する無視で

きない大きさになってきており、実質 GDP の成長率と所得実感が合わないとい

うのも無理からぬところといえよう。 
 

図表３．韓国の交易損失の推移  
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３．日本は交易損失を所得収支の黒字で半分以上穴埋め 
 
日本と韓国を比べると、資源の海外依存の高さという点では類似しているが、

韓国がウォン安基調にあるのに対し、日本は円高基調にある。そこから想像さ

れるのが、資源高の影響が通貨高によってある程度中和され、交易損失も韓国

ほど大きくないのではないかということだが、実際には、多少の程度の差はあ

るが、日本の場合も交易損失が拡大している姿に変わりはないというものだ。

これは、日本の輸出物価の下落が非常に大きいことを示しており、その要因と

して考えられるのが、日本の輸出財の特徴が、価格面での競争にさらされるも

のの割合が大きいか、輸出企業の生産性向上が著しいか、そのどちらでもある

かであろう。 
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図表４．交易損失の日韓比較 
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最後に、日本人の生活実感により分析を近づけるため、国内所得（Domestic 

Income）ではなく国民所得（National Income）で考えると、少し日韓の間に差が

あることがみえてくる。純債権国である日本は所得収支の黒字があり、これが

交易条件の悪化をある程度カバーしているのだ。 
実質国民所得（GNI）は、実質国内所得（GDI）に海外からの所得の純受取を

加えたものである。 
実質 GNI（国民所得）＝実質 GDI＋海外からの所得の純受取（実質） 

なお、実質 GDI＝実質 GDP＋交易利得 
 
例えば、2011年 4－6月期の例で見ると、日本は約 28兆円（実質GDP比－5.2％）

の交易損失が発生しているが、「海外からの純受取」が約 17 兆円あり実質 GDP
比で 3.2％分の所得を回復している。その結果、実質 GNI は実質 GDP を 2％下

回る 523 兆円となっている。 
一方、韓国は「海外からの純受取」が小さく、交易損失のマイナス分をほと

んど取り返せていない。実質所得への負の影響は日本よりはるかに大きくなっ

ているといえよう。 
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2011 年 4－6 月期の実質 GNI 
日本（兆円）： 

実質 GNI（国民所得、523） 
＝実質 GDP（533.6）＋交易利得（－27.9）＋海外からの純受取（17.3） 

韓国（兆ウォン）： 
実質 GNI（国民所得、252.5） 
＝実質 GDP（272）＋交易利得（－18.8）＋海外からの純受取（-0.7） 

 
 

以上 
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